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※
空中測量で作成した地図からコン
ピュータ処理により算出した。

応急危険度調査対象

特に建物被害の多い所

護岸の被害が大きい所

②浦安市域の地盤特性

第1期埋立(A, B, C地
区は)昭和40年から、
第2期埋立(D E F地第2期埋立(D, E, F地
区)は昭和47年より
埋立開始

浚渫土で埋め立て、
その上に盛土
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既往ボーリング資料および新規ボーリング(23地点)と三成分コー
ン(53地点)による地盤特性の把握( 点) る 盤特性 把握

B
B’

想定土質断面

B

D D’

Ｂ：盛土層、Ｆ：浚渫土層、
Ａs：沖積砂質土層 Ａc：沖Ａs：沖積砂質土層、Ａc：沖
積粘性土層、Ｎa：七号地層
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震災から半年後の
調査では地震前と
同程度のＮ値
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25
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N1 Fc (%) Cc (%) N1 Fc (%) Cc (%)
0 ～ 5 2.5 6.28 49.36 16.23 5.69 52.21 17.87
5 ～ 10 7.5 5.21 39.10 8.84 6.98 31.14 10.11

深度
(m)

平均深度
(m)

地震前 地震後

10 ～ 15 12.5 4.59 65.28 11.78 4.16 59.98 20.53
15 ～ 20 17.5
20 ～ 25 22.5

③液状化被害の程度と要因分析、既存の液状化対策
の効果

罹災証明データによる
被災コンター図(中町、
新町を対象)新町を対象)

全壊全壊

大規模半壊

半壊半壊

一部損壊
※ 個人情報保護のため、画像を粗くしてあります。
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地下水位以深のFs層厚と杭の抜
け上がり量の関係0.8
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出典: (地形図) 25,000分の一地形図、国
土地理院 (杭の抜上がり量分布図) 千葉土地理院,(杭の抜上がり量分布図) 千葉
県環境研究センター：第3報 千葉県内の
液状化－流動化現象とその被害の概要及
び詳細分布調査結果―浦安地区(1)―」図
5,2011.
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戸建住宅の被災程度との関係
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地下水位( )

調査時期の異なる既存ボーリング調査の孔
内水位を用いたコンターであり、実際の地
下水位を必ずしも反映したものではない。
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地盤改良実施済エリアの改良工法の概要と液状化被害の状況

②

1F
ブロック 階 地盤改良 基礎 

第 1 住宅 2F GD△1.8m  l=10m 節杭 l=8m 
② 第 2 住宅 3F SCP □2.0m  l=10m 節杭 l=8m 

SCP□2.0m l=10m 節杭 l=8m 
第 3 住宅 3F 

GD△1.8m  l=10m 節杭 l=8m 

第 4 住宅 2F GD△1 8m l=10m 節杭 l=8m

SCP改良範囲
⑤

第 4 住宅 2F GD△1.8m  l=10m 節杭 l=8m 

第 5 住宅 3F SCP□2.0m l=8m 節杭 l=8m 

SCP サンドコンパ
GD改良範囲

① 噴砂

SCP：サンドコンパ

クションパイル工
法による締固め

グ ベ ド

③

GD:グラベルド

レーン工法による
間隙水圧消散

③

④

④想定地震による液状化シミュレーション計算、液状
化危険度マップの作成化危険度マップの作成

液状化
マップ見ップ見
直し手順

内陸直下型
(レベル2地震動)

プレート境界型
(レベル2地震動)

千葉県東方沖
(レベル１地震動)

想定地
震と震

(レベル2地震動) (レベル2地震動) (レベル１地震動)

震と震
源モデ
ル
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各地震によるPL値分布図

ベ 地震動 レベル2地震動レベル2地震動

内陸直下型

東京湾北部地震

レベル2地震動

プレート境界型

相模トラフ沿いの地震

・311地震以降に実
施した室内試験で得
られた液状化強度
(RL20)を考慮

・311地震以降に実
施した室内試験で得
られた液状化強度
(RL20)を考慮

グレード3液状化マップにおける液状化の影響の程度と
液状化発生面積率（%）の関係の目安
(国土庁防災局震災対策課：液状化ゾーニングマニュアル,H11年)

（レベル1地震動） （レベル2地震動）

液次化発生
面積率（%）

PL値
区分

液状化の
影響の程度

（参考）

千葉県東方沖地震
（レベル1地震動） （レベル2地震動） 

（a） 
　液状化による
　影響は小さい

0≦PL≦5 0≦PL≦5 2%程度 

（b） 
　液状化による
　影響が大きい

5＜PL≦15 5＜PL≦20 10%程度 

（C） 
　液状化による
　影響が非常に

大きい
15＜PL 20＜PL 20%程度以上

面積率（ ）影響の程度

・311地震以降に実
施した室内試験で得
られた液状化強度
(RL20)を考慮

＜おことわり＞
これらの図は、地盤調査結果を基に浦安地域の地盤をモデル化した上で想定地震によ
る「液状化の影響の程度」を計算で求めたものです。このため、想定した地震が発生した
場合 も各 リ 内 全 が必ず に示すとおりになるとは限りません また 地盤改

　大きい

注1：「埋立地」が含まれる場合、液状化発生面積率は区分（c）で30%以上となる
       こともあり得る。

場合でも各エリア内の全てが必ずここに示すとおりになるとは限りません。また、地盤改
良等の効果については反映していません。

精査中

原理 工法⑤液状化対策工法の体系的整理 原理 工法

密度の
増大

振動式SCP、静的締

固砂杭、圧入式締固
など

⑤液状化対策 法の体系的整理

液状化対策費用

1万円/m2 10万円/m25万円/m2

など

固結 深層混合処理、薬液
注入、高圧噴射撹拌施

工

10m
×10m

1万円/m 10万円/m5万円/m

高圧噴射
撹拌工法

圧入式
締固工

法

など

粒度の
改良

置換

工
面
積
の
適
用

50m
×50m

静的締固

深層混合
処理工法

既設構造物直下も
対応可能な工法

※ 液状化深さ8mとした 改良

飽和度
低下

排水溝など

間隙水 グラベルドレ ンなど

用
範
囲

100

振動式SCP
工法

静的締固
砂杭工法 試算。地盤条件、施工条

件等によって異なる。

白抜き： 砂の圧入による密度増大工法

黒塗り セメント固化系地盤改良 法 間隙水
圧消散

グラベルドレーンなど

せん断 連続地中壁など

100m
×100m

黒塗り：セメント固化系地盤改良工法

出典： JGS関東支部・「造成宅地の耐震対策検討委員会
資料」を加筆・修正

変形抑
制

構造的 杭基礎など

従来の液状化対策工法は大型構造物を対
象に開発されてきたが、現在戸建住宅へ
も適用でき経済的な工法を開発中

構造的
対策

杭基礎な
も適用でき経済的な工法を開発中
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